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１ 中小企業の現状と課題



１ 中小企業の現状と課題
⑴ 中小企業の現状

２つの公的な調査 （※以下、本項のグラフ等は下記の調査から引用したもの）

・関東経済産業局 「中小企業のSDGｓ認知度・実態等調査」

２０１８年１２月 → ２０２１年７月

2_02_2020fy_tyusyokigyou_sdgsnintidochousa.pdf (meti.go.jp)

・中小基盤整備機構 「中小企業のSDGｓ推進に関する実態調査」

２０２２年３月

SDGsQuestionnairePoint_202203_1.pdf (smrj.go.jp)



１ 中小企業の現状と課題
（関東経済産業局）認知している企業は１５．８％→５０．４％

取り組み中または検討中の企業は２．０％→８．２％



１ 中小企業の現状と課題
（中小基盤整備機構）

約９０％は認知しているが、内容理解は約４０％



１ 中小企業の現状と課題
（中小基盤整備機構）

SDGｓの理解度が増すほど取組状況が増加する傾向



１ 中小企業の現状と課題
⑵ 中小企業の取り組みの課題

（関東経済産業局）現在取り組んでいない企業も、重要性・必要性は認識



１ 中小企業の現状と課題
（関東経済産業局）取り組んでいる企業の課題



１ 中小企業の現状と課題
（中小基盤整備機構）同じく取り組みに向けた課題



１ 中小企業の現状と課題
課題をざっくりまとめると…

① 国連、大企業のものであり、中小企業には関係ない（興味がない）

② 取り組むことによるメリットがわからない（やりたくない）

③ 何から取り組めばよいのかわからない（わからない）



１ 中小企業の現状と課題
⑶ 解決策

①については認知度を広げていく

→ 徐々に浸透しつつある

②についてはメリットを示す

→ 次ページ以下

③については具体的に支援する（伴走する）

→ 次項で検討



１ 中小企業の現状と課題
（関東経済産業局）

メリットについて



１ 中小企業の現状と課題
（中小基盤整備機構）

メリットについて



１ 中小企業の現状と課題
中小企業にとっては、「社会的責任」ではなく、より積極的なメリットがあることに訴求することが
必要と思われる。

・売上アップ、コストダウン、生産性向上

・機会の増加、新製品開発

・企業イメージの上昇

・従業員のモチベーションアップ

・若手の新規採用の増加

・リスクの低減



２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方



２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方
⑴ 取り組み事例の紹介

外務省 お役立ち情報 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/useful/index.html

（掲載例）

官民連携の事例｜地方創生SDGs官民連携プラットフォーム（内閣府） (future-city.go.jp)

SDGsに取り組む中小企業等の先進事例の紹介 （METI/経済産業省関東経済産業局）

ジャパンSDGsアワード｜ JAPAN SDGs Action Platform ｜外務省 (mofa.go.jp)

・中小企業法律支援センター ＳＤＧｓＰＴでも、取り組み事例集を作成しています！





２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方
⑵ 身近な活動の促進

・中小企業向けの解説資料としてわかりやすいのは、

環境省の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）活用ガイド」

https://www.env.go.jp/policy/sdgs/index.html

・自社の活動内容の棚卸し

→ すでにやっていることがＳＤＧｓであることについて、認識を改める

・CSR活動や社会貢献活動としての取り組み

→ バッチ、名刺、環境にやさしい素材や商品、節電、募金 etc…





２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方
⑶ より本質的な取り組みに向けて

・バックキャスティング

未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り返って現在すべきことを考える手法

・ＳＤＧｓウォッシュ

実態が伴わないのにＳＤＧｓに取り組んでいるように見せかけること

→ 最初はハードルを下げることも必要だが、そこで満足せずに、ＳＤＧｓ本来の取り組みへと
ステップアップすることが必要。

→ より本質的な取り組みにステップアップを目指すためには支援者のサポートが必要。



２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方

支援の在り方の例① 興味のある社会課題に取り組む

選択した社会課題に関連する具体的な取り組みを検討する

分野ごとの具体的な取り組み内容を一覧にしたチェックシート

（関東経済産業局、高知県など）





２ 中小企業のＳＤＧｓ支援の在り方
支援の在り方② 企業理念、強みとの関連性を意識する

・ＳＤＧｓの理念からすると、各中小企業がそれぞれの強みを活かして、社会課題の解決に取り
組むことが期待されていると言える。

・企業理念を明示的には掲げていない中小企業もあることから、その策定の支援から初めて、
その中でSDGｓへの貢献も意識することが考えられる。

・パーパス経営とは？

企業の経営理念として自社の存在意義を明確にしてどのように貢献していくのかという「パー
パス」を掲げること。



３ 弁護士がいかに取り組むか
～ＳＤＧｓＰＴの現在の取り組み～



３ 弁護士がいかに取り組むか
⑴ 弁護士とＳＤＧｓとの親和性

・弁護士はＳＤＧｓとあまり関係がないのではないか…

縁遠いイメージ 国連、国際人権法、海外企業法務

最近いたるところで目にするセミナーはどれも難解な気がする

・しかし、悩んでいるのは中小企業も同じ

中小企業の取り組みの支援という観点からは弁護士にもできることはあるはず



３ 弁護士がいかに取り組むか
・ウェディングケーキモデル



３ 弁護士がいかに取り組むか
・ 環境 → 社会 → 経済

「社会」 目標 １～５、７、１１、１６

≒人権

・ 人権の専門家は弁護士！

「社会」のカテゴリーのターゲットを選択した企業に対する助言

例えば、人権に関する相談の窓口 （既存のコンシェルジュ制度の活用など）

ステークスホルダーからのヒアリング、関係調整等



３ 弁護士がいかに取り組むか
⑵ 弁護士の活動についての検討①

これまで紹介した支援者の活動を、弁護士としても取り組む

・ セミナーの開催

ＳＤＧｓの概要、取り組む意義やメリットを伝える内容

企業が取り組みたいと考えるターゲットや社会課題の理解を深めることを目的としたもの

・ 具体的活動内容の検討

取り組み事例集や各種資料の活用

企業理念の策定支援、ビジョンや強みの整理

「パーパス経営の伴奏者」



３ 弁護士がいかに取り組むか
⑶ 弁護士の活動についての検討②

ＳＤＧｓコンプライアンス

・「ビジネスと人権に関する指導原則」

・ＳＤＧｓよりも前の２０１３年に国連で採択された

サプライチェーン全体を通じての人権侵害の防止、予防が求められている。

・欧州を中心とする法制化の動き（イギリス、ドイツ、欧州）

２０２０年 日本における国内行動計画の策定（ＮＡＰ）

本年夏ころには人権デューデリジェンスに関する指針が公表される予定

国内大企業による「CSRガイドライン」や「CSR調達基準」の策定が相次ぐ



３ 弁護士がいかに取り組むか
・今後、中小企業においても、人権侵害を防止するための具体的な取り組みがより一層要請さ
れるようになると思われる。

人権尊重に無頓着な企業がサプライチェーンから排除される流れ

・上記の観点から、中小企業に対し、まずは国内法令の遵守を働きかけていくことが必要。

・具体的にはどのような項目？

→ CSRガイドラインにおいて要請される項目は固定化しつつある。

例として、トヨタ 仕入先サステナビリティガイドライン (global.toyota)

パナソニック guideline_j.pdf (holdings.panasonic)


